工場立地法Ｑ＆Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
１．届出

	Ｑ１ 
	「着工前90日前までに届出」とありますが、どういう場合を着工というのですか。（受理日及び工事開始日は計算に含みません）

	Ａ１ 
	次の場合をいいます。 

・造成地を取得するとき（土地の賃借を含みます。） 

・未造成地を造成しようとするとき。 

・生産施設の建設工事に着手しようとするとき。 

· 環境施設を変更しようとするとき。
※届出の内容が適当である場合は３０日まで短縮することができます。

	Ｑ２ 
	敷地の売却・買増しについては、売買契約の90日前までに届出が必要でしょうか。 

また、賃貸借契約の場合はどうなりますか。 

	Ａ２ 
	契約年月日ではなく、当該不動産の所有権移転の90日前までに届出をしてください。 

賃貸借契約の場合は、事実上の使用期間の開始時の90日前までに届出をしてください。 

	Ｑ３ 
	次のような場合、届出が必要でしょうか。 

(ｱ) 工場建家内の機械装置の取換え 
(ｲ) 平屋を２階以上にする場合 

(ｳ) 単純移設 

	Ａ３ 
	(ｱ)、(ｲ)、(ｳ)ともに原則的には届出不要です。 

ただし、(ｲ)については生産施設面積の変更がある場合又はスクラップ＆ビルドの場合は届出が必要です。 

	Ｑ４ 
	次のような場合は、どのように対応すれば良いでしょうか。 

(ｱ) 既届出書の計算ミス 

(ｲ) 既届出書の工事日程が６ヶ月以上延期することが明らかになった場合 

(ｳ) 予測せざる事情により既届出書の届出書の届出数字と工事完了後の届出数字が異なるとき 

	Ａ４ 
	上記のような場合は、修正届出書を提出してください。 


２．生産施設

	Ｑ５ 
	冷凍食品を製造しています。冷凍施設は生産施設に該当しますか。 

	Ａ５ 
	冷凍食品を製造するための冷凍施設は生産施設です。 

ただし、出来上がった冷凍食品を出荷又は保存のために冷蔵しておく冷蔵施設は生産施設には該当しません。 

	Ｑ６ 
	ボイラー、コンプレッサー、ポンプ等の用役施設は生産施設に該当しますか。 

	Ａ６ 
	製造工程等の用に供されるものや工場建家のための空気調節施設は生産施設です。 

ただし、事務所等生産施設以外の用に専ら供されている施設は生産施設には該当しません。 

	Ｑ７ 
	地下に設置される施設はどのように取り扱えば良いですか。 

	Ａ７ 
	地下に埋設される施設又は地下室に設置される施設は生産施設に該当しません。 

	Ｑ８ 
	公害防止施設は生産施設に該当しますか。 

	Ａ８ 
	排水処理施設、集塵施設等の公害防止施設は原則として生産施設に該当しません。 

	Ｑ９ 
	同一建築物内の倉庫等の取扱いはどうなりますか。 

	Ａ９ 
	壁で明確に仕切られている原材料・完成品の倉庫、工場全体の管理部門の事務所、社宅・寮・病院・休憩所・更衣室及び便所については生産施設面積から除かれます。 

ただし、途中までしか壁がない場合や移動可能な仕切りの場合は生産施設に該当します。 

	Ｑ10 
	総２階の工場の１階が全て倉庫で、２階が生産施設の場合の生産施設面積はどのように計算しますか。 

	Ａ10 
	２階が全て生産施設ですから、当該建築物の水平投影面積が生産施設面積になります。 


３．緑地

	Ｑ11 
	次のようなものは緑地として認められますか。 

(ｱ) 苗木床 

(ｲ) 花壇 

(ｳ) ゴルフ場 

(ｴ) 温室、ビニールハウス 

(ｵ) 野菜畑 

(ｶ) 雑草地 

	Ａ11 
	(ｱ)､(ｲ)､(ｳ)で、10㎡を超えるものは緑地になります。 

(ｴ)､(ｵ)は緑地になりません。ただし、野菜畑は環境施設に該当します。 

(ｶ)は、植生、美観等の観点から良好な状態に維持管理されているもので10㎡を超えるものは緑地になります。 

	Ｑ12 
	屋上や駐車場の緑化は認められますか。 

	Ａ12 
	一定の要件を満たす場合、屋上緑化、壁面緑化、駐車場緑化等が認められます。 


４．緑地以外の環境施設

	Ｑ13 
	広場はどの程度整備されていれば環境施設に該当しますか。 

	Ａ13 
	単なる空地、玄関前の車まわりのような場所ではなく、休息、散歩、軽運動、集会等総合的な利用に供する明確に区画されたオープンスペースで公園的に整備されているものをいいます。 

	Ｑ14 
	駐車場は環境施設に該当しますか。 

	Ａ14 
	該当しません。 

	Ｑ15 
	環境施設に間違えやすいが、実際には該当しない施設はどのようなものがありますが。 

	Ａ15 
	クラブハウス、温室、ビニールハウス、図書室、ショールーム、談話室、会議室、研修所、食堂、売店、工場見学通路、エントランスホール等です。 


５．その他

	Ｑ16 
	製造業等に係る工場又は事業場に含まれない事業場にはどのようなものがありますか。 

	Ａ16 
	(ｱ) 工場とは別の団地にある独立した本社、支店、営業所、倉庫、中継所等 

(ｲ) 農林水産物の出荷のために選別、洗浄、包装等を行う事業場 

(ｳ) 業として保管を行う事業所で、保管業務に付随して、選別、梱包、包装等を行う事業所

(ｴ）修理を専業とする事業場 

(ｵ) 変電所、ガス供給所 などです。

	Ｑ17 
	製造業に含まれる物品の加工修理業とは、どのようなものをいうのですか。 

	Ａ17 
	製造と修理又は賃加工（他の産業の所有に属する原材料に加工処理を加えて加工賃を受けとること）と修理をそれぞれ併せて行う事業をいいます
自動車整備業のように単に修理のみを行う事業は該当しません。 

	Ｑ18 
	川を挟んで両岸に工場があります。別々の工場として考えるのでしょうか。 

	Ａ18 
	道路・河川・鉄道等により二分されている場合でも、生産工程上、環境保全上若しくは管理運営上極めて密接な関連がある場合は、原則として１つの工場と見なします。 

	Ｑ19 
	工場敷地面積には、どのようなものが含まれますか。 

	Ａ19 
	所有地、借地に関係なく、工場の用に供する土地が含まれます。 

ただし、次のような敷地は除かれます。 

(ｱ) 工場敷地内に法人格の異なる工場がある場合 

(ｲ) 工場敷地の一部を関連下請工場に借地としている場合 

(ｳ) 社宅、寮、病院、保育所及び託児所の敷地 

	Ｑ20 
	工場の建築面積はどのように計算すれば良いのでしょうか。 

	Ａ20 
	建築基準法での考え方と同じです。延床面積ではありませんので注意してください。 


